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「第 2 章」においては、日本の CSR と障害者雇用に関する調査報告書や先行研究を参
照し、日本の企業の障害者雇用に対する理念や配慮について考察する。 
「第 3 章」では、2006 年から 2010 年にかけて筆者が行った、鹿児島県内での知的障害
者就労の事例を報告する。 
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算定することとし、さらに、1992 年改正では重度の知的障害者も 2 人として算定し、重
度障害者の雇用を促進した。また、同年改正では、週 20 時間以上 30 時間未満の短時間労




対象となり、短時間労働（週 20～30 時間未満）の精神障害者についても 0.5 人として算
定するが、雇用の義務化はなされていない。 
 2012 年改正（2013 年 4 月 1 日施行）により、法定雇用率が 2.0％に引き上げられた。





 「法定雇用率」とは、常用雇用労働者が 50 人以上（2013 年 4 月 1 日から）の一般事業












 2008 年の「障害者雇用納付金制度」の改正により、常用雇用労働者 201 人以上 300 人
以下の中小企業事業主も納付金の申告、調整金の支給申請の適用対象となった。また、週
20 時間以上 30 時間未満の短時間労働者を、労働者数及び雇用障害者数に算入して納付金
の申請を行うことが認められた。これらの改正は、2010 年 7 月 1 日から施行されている
が、2015 年 4 月 1 日からは、常用雇用労働者数 101 人以上の小企業事業主にも納付金の
申告などの適用が拡大されることとなっている。障害者雇用率（2.0％）未達成の事業主（常
用雇用労働者 200 人以上）は、法定雇用障害者数に不足する障害者数に応じて 1 人につき





は障害の種別に関わらず 0.5 人と算定され、週 30 時間以上の常用雇用の重度の障害者は 2
人に算定するなど、企業の雇用率達成は容易となるかに見えた。 
しかし、厚生労働省が毎年 6 月 1 日付で行う「障害者の雇用状況調査」による企業の実















表 1－1 実雇用率と雇用率未達成企業の割合 
年度 実雇用率 雇用率未達成企業の割合 至近の主な法改正点 
1993 1.41％ 48.6％ 1992 年重度障害者をダブルカウント 
1998 1.48％ 55.3％ 1998 年雇用率 1.6%から 1.8%へ 
    特例子会社での雇用を算定 
2003 1.48% 57.5％ 2002 年精神障害者も雇用率の算定対象 
2004 1.46% 58.3％  
2005 1.49% 57.9%  
2006 1.52% 56.6%  
2007 1.55% 56.2%  
2008 1.59% 55.1%  
2009 1.63% 54.5% 2009 年雇用納付金の対象事業所が拡大 
短時間労働者を 0.5 人として算定 
企業グループ算定特例を設ける 
2010 1.68% 53.0%  
2011 1.65% 54.7%  
注１：厚生労働省毎年発表の「障害者の雇用状況」より筆者作成 













すでに 2010 年 7 月から常用雇用労働者 201 人以上の事業主から納付金の徴収が始まっ
ており、2015 年 4 月からは常用雇用労働者 101 人以上の事業主に拡大されることとなっ
ている。また、2013 年 4 月から法定雇用率は 2.0％に引き上げられ、法定雇用率の対象が





























































制の整備が図られ、在宅サービスの利用者数が 1 年半で 1.6 倍になるなど新たなサービス
利用者が増え、地域生活支援が前進する一方で、新たな利用者の急増に伴いサービス費用























障害者自立支援法の改正案が 2009 年 3 月（衆議院解散により廃案）と、2010 年 5 月（衆
議院本会議で採択、参議院本会議での可決を待つばかりの時期に突然の国会閉会により廃
案）の 2 回、国会に上程されたが廃案となった。2010 年 11 月に新たに国会に提出された
改正案は 12 月に成立、2012 年 4 月から応益負担を廃し、応能負担（実質的な負担金廃止）
にすることを規定した。 
2011 年 7 月の障害者基本法改正を経て、障害者自立支援法に代わる新しい法律の検討が
進められた。2012 年 3 月に「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉
施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律」案が閣議決定、国会に提出され、6 月






 障害者自立支援法は就労支援を大きな柱としていたが、2013 年 4 月施行の障害者総合
支援法では就労支援に係る規定は改正されていない。 
 障害者自立支援法における就労支援、そしてその就労支援を踏襲する障害者総合支援法
の就労支援は、「就労移行支援」と「就労継続支援 A 型（雇用型）」、「就労継続支援 B 型（非
雇用型）」の 3 つがある。 













































厚生労働省「2011 年 2 月 22 日、障害保健福祉関係主幹課長会議資料」による「小規模
作業所の自立支援事業への移行状況」では、2010 年 4 月時点で 74.7%の小規模作業所が
新体制等へ移行していると報告している。同資料によると 2006 年 4 月時点の小規模作業
所数は 5,777 か所であったが、2010 年 4 月時点では 1,505 か所となり、4,451 か所が事業
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移行し、その内訳は、地域活動支援センター2,417 か所（54.3%）、個別給付事業 1,618 か













表 1－2 特別支援学校（高等部）の卒業後の進路状況   （単位：人、（ ）内は％） 
 卒業者総数 進学者(大学等、専修学校) 就職者 
2002 年度 10,860 183（1.6％） 2,206（20.3％） 
2003 年度 11,480 175（1.2％） 2220（19.3％） 
2004 年度 11,667 199（1.7％） 2,349（20.1％） 
2005 年度 12,240 201（1.7％） 2,457（20.1％） 
2006 年度 12,891 199（1.5％） 2,890（22.4％） 
2007 年度 13,492 222（1.6％） 3,091（22.9％） 
2008 年度 14,400 512（3.6％） 3,513（24.4％） 
2009 年度 14,966 514（3.4％） 3,547（23.7％） 
2010 年度 16,073 559（3.4％） 3,792（23.6％） 
2011 年度 16,854 555（3.1％） 4,096（24.3％） 
2012 年度 17,707 552（3.0％） 4,220（25.0％） 
注 2007 年度までは、盲学校・ろう学校を除く養護学校卒業者。2008 度からは、すべての特別支援学校
卒業者。 
資料 文部科学省「学校基本調査」（2002 年度、2003 年度、2004 年度、2005 年度、2006 年度、2007
年度、2008 年度、2009 年度、2010 年度、2011 年度、2012 年度） 
 
 前述したとおり、障害者総合支援法の就労支援は一般就労を目的としない就労継続支援
                                                   













 厚生労働省が 5 年ごとに行っている「障害者雇用実態調査」結果から障害者雇用の現状
を雇用者数と賃金に着目して見ていきたい。当該調査は、1993 年度および 1998 年度は週
30 時間以上の常用雇用障害者のみを対象としているが、2003 年度以降は週所定労働時間
が 20～30 時間および 20 時間未満の短時間労働者も調査対象とされている。前述したとお
り、1987 年度の雇用促進法改正により知的障害者も雇用率算定の対象とされ、法定雇用率
はそれまでの 1.5％から 1.6％に引き上げられ、1998 年度には知的障害者の雇用が義務化
され、法定雇用率は 1.8％となった。なお、法定雇用率は常用雇用の重度障害者を 2 人、
短時間雇用の重度障害者を 1 人、短時間雇用の重度以外の障害者を 0.5 人と算定するが、
「障害者雇用実態調査」は、雇用実数の調査がなされる。雇用される知的障害者の実数は
表 1－3 のとおりとなっている。 
 
表 1－3  雇用される障害者の数             （単位：千人） 
 知的障害者 身体障害者 精神障害者 
 前回比  前回比  前回比 
1993 年度調査 60  344    
1998 年度調査 69 15.0％増 396 15.1％増   
2003 年度調査 114 62.9％増 369 6.8％減 13  
2008 年度調査 73 63.5％減 346 9.4％減 29 103.0％増 
注 1993 年度、1998 年度は週 30 時間以上の常用雇用障害者、2003 年度、2008 年度は週 20～30 時間
未満及び週 20 時間未満の短時間労働者を含む。 
資料 厚生労働省「平成 5 年度身体障害者等雇用実態調査」（1993 年） 
   厚生労働省「平成 10 年度障害者雇用実態調査」（1998 年） 
   厚生労働省「平成 15 年度障害者雇用実態調査」概要（2003 年） 












しかし、2003 年度と同様に短時間労働者も対象とした 2008 年度調査の知的障害者の雇
用実数は 1998 年度レベルまで減尐している。 
その要因として第 1 に、働ける年齢層の知的障害者数の減尐が考えられる。2000 年度
と 2005 年度の「知的障害児（者）基礎調査」を比較してみると、満 18 歳以上の在宅の知
的障害者の数は 5 年間で約 6 万 8 千人増加（前回比 30.9％増）しているが、年齢階級別で
の増加をみると、20～29 歳層で 4.8％増、30～39 歳層で 67.6％増、40～49 歳層で 16.4％









場・会社」と「作業所」は 2000 年度より約 3 割減尐し、逆に「通所施設」、「デイサービ
スセンター」は約 3 割増加している。 



















この方法の効果を認めている。知的障害者の賃金は表 1－4 のとおりとなっている。 
 
表 1－4 常用雇用知的障害者の賃金（きまって支給する給与）   （単位：千円） 
 常用雇用知的障害者 常用雇用身体障害者 常用労働者全体 
1993 年度  計 112 250 271 
      男子 






1998 年度  計 118 283 286 
男子 
      女子 
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2003 年度 常用  






2008 年度 常用 






注１ 常用労働者全体は厚生労働大臣官房政策調査部「毎月勤労統計調査月報」（1993 年 9 月分、1998
年 9 月分、2003 年 9 月分、2008 年 9 月分） 
２ 「きまって支給する給与」とは労働契約、団体協約あるいは事業所の給与規定によってあらかじめ
定められた支給条件、算定方法によって支給される給与であって、超過労働給与も含む。 
３ 2003 年度、2008 年度は、週所定労働時間別の賃金の調査に変更となり、男女別の調査は行われて
いない。週 30 時間以上の常用雇用の賃金と週 20～30 時間の短時間労働者の賃金を参照する。 
資料 厚生労働省「平成 5 年度身体障害者等雇用実態調査」（1993 年） 
厚生労働省「平成 10 年度障害者雇用実態調査」（1998 年） 
厚生労働省「平成 15 年度障害者雇用実態調査」概要（2003 年） 
   厚生労働省「平成 20 年度障害者雇用実態調査」概況（2008 年） 









知的障害者の労働時間は、1993 年度・1998 年度と 2003 年度・2008 年度では調査対象
労働時間が異なっているが、常用雇用のみを対象とした 1993 年度・1998 年度では知的障
害者の労働時間は、身体障害者・常用雇用労働者全体より長くなっている。短時間労働も
対象とした 2003 年度・2008 年度の調査においても、知的障害者の労働時間は 2008 年度




















ど遠い」（小倉 2003：27）としている。「報酬月額 1 万円」は、現在でも続いている。南
日本新聞 2011 年 12 月 31 日のくらし欄の記事に、鹿児島県内の就労支援施設の 2010 年
度の工賃は「月 1 万 3 千円」と報じられている。きょうされんが 2011 年 5 月に報告した
2010 年 9 月時点での全国の小規模作業所の平均月額工賃は 7,639 円となっており、月額
工賃 0円の作業所も存在している。自立支援法施行前の 2005年 3月報告（調査基準日 2005
年 2 月 1 日）での平均月額工賃 7,343 円から、5 年間で約 300 円の増にとどまっている。
工賃での生活はかなわず、障害年金（81.9%）や生活保護（16.2%）の受給をうけての生























トで一人暮らしをしたい」。「第 4 章」、｢第 5 章｣において、その意思が仕事につながるよ
うな働き方として「協同労働」を提案し、また、知的障害者が就労可能な職種として「介
護」の可能性を検討する。 
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第 2章 日本の CSR と障害者雇用 
1．CSR の概念 
 CSR（Corporate Social Responsibility）は、邦訳では「企業の社会的責任」と表記さ
れる。CSR という概念は、「21 世紀に入り頻繁に登場する」ようになった（岡本 2004：3）。







 2004 年の「European Multistakeholder Forum on CSR」が発表した CSR の定義は、
「CSR is the voluntary integration of environmental and social considerations into 
bubiness operations, over and about legal requirements and contractual abiligations. 
CSR is about going beyond these, not replacing or avoiding them.」（European 























2．日本の企業の CSR の範疇 
三井生命『三井生命 CSR レポート 2008』、三菱化学株式会社『CSR レポート 2008』な
どの企業の CSR レポートをみると、日本の企業の CSR は、企業の製品の開発・製造・販
売に関する責任の分野、企業の財務の説明責任に関する分野、人事や労働者保護に関する
分野、持続可能な社会づくり、環境保護に関する分野などが挙げられている。 
 谷本他は「第 2 部 CSR の課題」として、「労働と CSR」（谷本他 2004：78‐97）、「女
性と CSR」（谷本他 2004：78‐120）、「人権と CSR」（谷本他 2004：121‐140）、「消費
者と CSR」（谷本他 2004：141‐157）、「アクセシブルデザインと CSR」（谷本他 2004：
158‐176）、「環境と CSR」（谷本他 2004：177‐200）、「コミュニティと CSR」（谷本他
2004：201‐219）、「金融機関と CSR」（谷本他 2004：220‐236）を挙げており、これら
が CSR の範疇を示していると考えられる。その内容を概観すると、アメリカ型のコンプ
ライアンス重視の CSR がみえてくる。 
 
3．CSR と障害者雇用への取り組みの現状 












によってなされている。2011 年 6 月 1 日現在における法定雇用率 1.8％のところ、実雇用
率は 1.65%、雇用障害者数は 36 万 6,199 人（総障害者数約 716 万人）となっている。法
定雇用率そのものが、同じ義務雇用制度を採る EU のドイツ、フランスの 6%に比較し低
いままに据え置かれているにも関わらず、その雇用率達成企業の割合が 45.3%（2011 年 6









































4．企業の CSR と障害者雇用の課題の考察 










 障害者雇用に関する企業の CSR は、確かに雇用率達成という量的な成果が公示される。
「第 1 章」表 1－1 に示したとおり、実雇用率と雇用率達成企業の割合も年々増加してい













これは，先に述べた EU の European Multistakeholder Forum on CSR（2004）の示す定
義と同様に、積極的な社会への関与を求めている。 
 


















第 3章 鹿児島県における知的障害者就労の事例 
1．事例の取り扱いについて 


























































過去の修了生の約 2 割7が介護職に従事するという実績を持っている。 
 
2．4．A 事業所における「委託訓練介護福祉科」のカリキュラムの概要 
 「委託訓練介護福祉科」は、2006 年 1 月 11 日から 3 月 29 日までの 3 ヶ月間、実訓練
日数 55 日間で行われた。1 限 50 分間で最大 6 限までの計 252 時間となっている。 
厚生労働省の「ホームヘルパー養成研修事業実施要綱（2006 年当時）8」に示される「2
級課程」のカリキュラムを基本に、知的障害者の特性に応じた知識と技術の習得を進める
                                                   
6 都道府県知事により発行される療育手帳は、障害の程度が重度の場合は「A」、その他の場合は「B」
と記入される。鹿児島県の療育手帳の区分は、「A1」、「A2」、「B1」、「B2」の 4 段階となっている。 
7 ホームヘルパー養成研修修了者は、2001 年度以降は年間約 35 万人であり、過去の養成研修修了者の累
計は約 270 万人（1991 年度から 2004 年度修了者）（『厚生の指標臨時増刊国民の福祉の動向』2006：202）
となっている。2003 年 10 月現座での社会福祉従事職員数のうちホームヘルパーは約 32 万人（『厚生の
指標臨時増刊国民の福祉の動向』2006：191）である。研修修了者は 1 人の者がレベルアップのため、重
複して受講している場合も含まれる。また、福祉施設職員として勤務するホームヘルパー有資格者もある
ため、研修修了者の約 1 割が介護職者として勤務していると推定される。 










応版ホームヘルパー養成研修テキスト 2 級 [2003 年版]』を使用し、理解を進めるために
各講師が別にレジュメを準備した。 







































2006 年度、2007 年度には、鹿児島県内の他地域のセンター事業団 NPO 法人ワーカー
ズコープ鹿児島支部谷山事業所も同様の委託訓練を行っている。2 回にわたる委託訓練で、
17 歳から 53 歳までの 16 名（全員が療育手帳 A2、B1、B2 を所持）が受講したが、就労
した修了生は 2007 年 10 月現在、2 名になっている。雇用されることをめざしてトライア
ル雇用に挑戦した修了生もあるが、就労に至っていない。家族の介護のために就労を断念
した修了生もいる。結婚・出産を通して社会参加を果たした受講生もある。 
二期生が修了した 2007 年 11 月には、A 事業所と同様に、独自に「障害者就労支援セン
ター・谷山ペガサスの会」を設立し、継続した就労支援を行っている。2007 年 11 月 11
日付けの南日本新聞は、「谷山ペガサスの会発足」の記事が掲載されている。 
 ペガサスの会結成について、担当者は「『就職をめざすには 3 ヶ月の訓練で終わらせず、
継続した支援が必要。できることがたくさんあると理解してもらい、就労の場を広げたい』
と話した」（南日本新聞 2007 年 11 月 11 日）。 
 








                                                   
9 訓練終了後半年を過ぎた時点での就労者数が、11 名中 3 名、27.3％では尐ないように見えるが、鹿児
島県内の知的障害のある児童が通学する養護学校高等部の、2005 年度卒業生の進路状況をみると、卒業
















































































































                                                   
10 「協同作業」の用語を用いている。「農業法人根占生産組合」の組合員は、白鳩会の理事や施設長の他、
雇用される健常者・障害者である。 




















































厚生労働省の「1998 年度障害者雇用事態調査｣結果は、知的障害者は約 4 割が従業員数 29







以外が 63.0％、不明 8.3％となっている。「2003 年度障害者雇用実態調査」では、重度の































































































































                                                   




5．「(株)A コープ 鹿児島物流センター」の知的障害者雇用の取組 
5．1．「A コープ鹿児島」の障害者雇用の概要 
 「A コープ鹿児島」は、JA 鹿児島県経済連の関連会社であり、事業内容はスーパーマー
ケット「A コープ」66 店舗と農畜産物直売所 1 店舗の展開と、生活総合物流センター（以
下、物流センターと表記する）を経営（2009 年 4 月時点）している。従業員数は社員 550















5．2．「A コープ鹿児島 物流センター」における知的障害者雇用の実際 
 表 3－1 は、「A コープ鹿児島」の障害者の雇用数と障害種別の配属先を示している。 
















表 3－1 「A コープ」における雇用された障害者の障害別配属先（2007 年度末） 
（単位：名、（ ）は 2003 年度末実績） 
 身体障害 知的障害 精神障害 計 2007－2003 
店舗 7(5) 4(1) 1(0) 12(6) 6 
物流センター 3(1) 12(3) 3(0) 18(4) 14 
一般事務 2(2) 0 0 2(2) 0 
計 12(8) 16(4) 4(0) 32(12) 20 
2007 －2003 4 12 4 20  




鹿児島県産の黒牛・黒豚・地鶏は、JA 鹿児島の主力商品であり、売上実績は 2006 年度















用に取り組む以前の 2003 年度の障害者雇用者数は 12 名、雇用率 0.87%であったものが、
2007 年度末には雇用者数 32 名と 20 名増加し、雇用率は 2.31%となっている。 
現在は、法定雇用率を大きく上回っているため雇用調整金を受けている。さらに、助成
金によりひき肉の製造ラインを新設し、2009 年 5 月から可動している。 
 一般従業員の障害者に対する理解も進み、休憩時間などの交流も自然に行われている。 
 

















































































































94 カ国 254 団体（2011 年 4 月現在）の約 10 億人が組合員となっている。 






















































ICA（1996）の「The ICA Statement on The Co-operative Identity」の中で「Definition」
として「A Co-operative is an autonomous association of person united voluntarily to 
meet their common economic, social, and cultural needs and aspirations through a 



















































































                                                   






















































































































昭和 59 年 3 月）に掲載された調査結果から、「分担させる作業の種類が 100 人以上の企業
では 82％が１種類なのに対し、100 人未満の企業では 1 種類 30％、２種類 58％、3 種類
10％と、大企業の方が単一の仕事をさせている」（手塚 1986：342-343）ことと、「仕事の
習熟期間は大企業では 3 ヶ月未満で習熟できる仕事に就いているが、100 人未満の企業で

























ぞれを「Care work」と「Care labor」と呼ぶことにすると、「Care labor」に専門職を配
置しなくてならないものではない。介護はチームでのサービス提供が基本になっている。
そのチームの中に障害者を組み込むことは可能であろう。チームワークによる業務遂行の
























































































































地域・行政との協同」を理念とする「協同労働」の実践としてみることができる。                                     
 手塚は、知的障害者の「職業生活を進める 4 つの条件と 2 つの支え」を提示しているが、
「第 1 の条件は、本人の持つ能力」、「第 2 の条件は、親、家族など、家庭の支える力」、「第
3 の条件は、職場の支える力」、「第 4 の条件は、地域の支える力。特に“生活の場”と“余
暇活動”」として「4 本の脚をもつテーブル」（手塚 1986：18）にたとえている。4 本脚の
































































































































































厚生労働省が 5 年ごとに行う「知的障害児者（者）基礎調査」（2005 年 11 月 1 日現在）
における「年齢階級別知的障害者の在宅数」の 65 歳以上の年齢階層は在宅総数 289,600
人中 15,300 人（5.3％）となっており、2006 年度の「身体障害児・者実態調査」における
65 歳上階層が 64.5％あることと比較してみると、知的障害者が短命であることが推測さ




































みると常用雇用に限定した調査を行った 1993 年度、1998 年度では「製造業」と「サービ
ス業」の合計が 9 割を超えているが、週 20 時間未満の短時間労働の者も含む 2003 年度調
査では「製造業」、「サービス業」に加え、「卸売・小売業、飲食店、宿泊業」の 3 業種が


































































働時間別」でみると、通常（30 時間以上）が 79.1％と最も多く、次いで 20 時間～30 時
間未満が 13.2％、20 時間未満が 7.5％となっている。同年の身体障害者の雇用形態が正社


















就業形態」の 2009 年調査結果（2009 年 10 月 1 日現在）をみると、全体の 49.5％が非正






































の割合は 5～29 人規模で 34.2％、30～99 人規模で 40.8％と、99 人以下の小企業に雇用さ
れるものが 76.0％となっている。細やかな OJT が可能となると考えられる小企業での雇
用が制度的にも促進されることは望ましい。 




























































                                                   













は同じ年齢層で 6 割（厚生労働省「2005 年度知的障害児（者）基礎調査」）を超す在宅の
知的障害者が就労しているという結果が示されている。しかし、その就労形態は身体障害








が就労する福祉的就労においては、「工賃」が月額平均 7,700 円程度（きょうされん 2011）




































 その職種に最近「介護」が加わり始めている。「介護」は 2011 年改正の社会福祉士及び

























































































しかし、毎日終業時に 1 日分の工賃として 150 円入りの封筒を誇らしげに受け取る知的
障害のある人を見るとき、複雑な思いにかられる。事業所のスタッフ達は真摯な努力をも
って作業を請け負ってきて、障害のある人びとと共に作業に従事する。納期に間に合わす
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